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Ⅰ．新地方公会計制度に基づく財務諸表 

現在、地方公共団体が採用する会計は、資金の流れやその使途を明らかにすることを主眼とす

る「現金主義・単式簿記」を基本としています。しかし、現金以外の資産や負債の状況が蓄積さ

れず、正確なコストが把握できないなどの課題があることから、最近では「発生主義・複式簿記」

を基本とする企業会計的手法を導入する動きが広がっています。 

新庄市では、このような課題を補い、より効率的な行財政運営を目指すため、総務省が示した

統一的な作成指針に基づいた、「貸借対照表（バランスシート）」、「行政コスト計算書」をこ

れまで作成しています。しかし、平成 17 年 12 月に閣議決定された「行政改革の重要方針」によ

り、資産・債務改革の必要性が明確に打ち出され、これを受けて総務省が発足させた有識者によ

る「新地方公会計制度研究会」において、「基準モデル」及び「総務省方式改訂モデル（以下

「改訂モデル」といいます。）」の 2 つの財務書類作成モデルが示され、いずれかのモデルによ

る財務諸表の作成、いわゆる「新地方公会計制度による財務諸表の作成」が総務省より求められ

ています。 

 新庄市では、「新地方公会計制度研究会」が平成 18 年 5 月に公表した「新地方公会計制度研

究会報告書」に示されている「改訂モデル」を採用し、平成 20 年度決算より「普通会計（注 1）」

に係る財務諸表を作成しています。 

さらに、平成 21 年度決算からは普通会計に係る財務諸表に加え、普通会計に 8 つの特別会計

と公営企業会計を連結した「新庄市全体」に係る財務諸表、そして一部事務組合等の関連団体を

含む連結ベースによる財務諸表を作成しました。 

※（注 1）主に一般会計を全国統一の区分に置き換えた統計上の会計を指します。本市では、一般会計のみが普通会計の区

分に分類されます。 

 

 

Ⅱ．財務書類４表の種類及び相互関係 

１  種  類 

財務書類は以下の４種類から構成されており、各書類が表す内容は次のとおりです。 

（1）貸借対照表（B/S:Balance sheet） 

年度末における本市等が保有するすべての資産の構成や保有額と、それを形成する

ために調達した財源・負債の内容に関する情報を表す書類です。一般的には「バラン

スシート」と呼ばれています。 

（2）行政コスト計算書（P/L:Profit and loss statement） 

一会計期間における道路や公共施設等の資産形成を伴わない行政活動に要した費用

と、行政サービスの直接の対価として得られた使用料や手数料、負担金等の収入を表

している書類です。民間企業が作成している決算書類の中で「損益計算書」に相当す

るものです。 
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（3）純資産変動計算書（N/W:Net worth matrix） 

新地方公会計制度では、「行政コスト計算書」に計上される使用料や手数料、負担

金等の行政サービスの直接の対価として得られる収入以外の資金、例えば国や都道府

県からの補助金や地方税、地方交付税等の一般財源は公共資産等の整備のための「出

資金」（資本金）であるという「出資説」の考え方が取り入れられています。 

そのため、この「純資産変動計算書」は一会計期間における、補助金や一般財源と

いった純資産の増減について、その種類や要因を明らかにすることを目的としていま

す。なお、民間企業が作成している決算書類の中で「株主資本等変動計算書」に相当

するものです。 

（4）資金収支計算書（C/F:Cach flow statement） 

一会計期間の現金の流れを示し、どのような活動にどの位の資金が必要とされ、そ

れをどのように賄ったかを、損益計算書とは別の観点から明らかにすることを目的と

しています。一般的には「キャッシュ・フロー計算書」と呼ばれています。 

 

２  相互関係 

4 種類の各財務書類の相互の関係は次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務書類４表の相互関係

【貸借対照表】（B/S） 【行政コスト計算書】（P/L）

資　　産 負　　債

【純資産変動計算書】（N/W） 【資金収支計算書】（C/F）

科目振替等

期首資金残高

＝

－

＝

経常収益

借　　方 貸　　方

経常行政コスト

＝

　　　　　　　　①経常的収支
　　　　　　　　②公共資産整備収支
　　　　　　　　③投資・財務的収支

収　　入

－

支　　出

＝

当年度資金増減額

＋

期首純資産残高

－

＋

一般財源・補助金等

±

資 金

純資産

純経常行政コスト

期末純資産残高

期末資金残高

純経常行政コスト
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Ⅲ．連結財務書類 

連結財務書類は、一般会計を中心とした普通会計のほか、その他の特別会計や、地方公共団体

と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結して 1 つの行政サービス実施主体と

とらえ、公共資産等やその財源とされた負債や純資産の状況、さらには行政サービスの提供に必

要なコストや資金収支の状況等を一体的に表す財務書類です。 

 

１  連結の範囲 

平成 21 年度決算において、連結した会計、団体等は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、各地方公共団体が出資している法人、いわゆる第３セクター等についても、原則的

には連結対象となる法人ですが、「新地方公会計制度研究会報告書」で示されている連結基

準では、企業会計同様、出資比率が 50％以上の場合に連結対象とする、とされています。 

本市においては、この連結基準に該当する第 3 セクター等はありませんので、この度の連 

結対象からは除外しています。 

 

２  連結手法 

（1）連結方法 

「新地方公会計制度研究会報告書」では、連結対象となる会計・団体（以下「連結 

対象団体」といいます。）の固有の会計基準設定の趣旨や考え方を尊重しながら普通

連 結

新庄市全体

普通会計

一般会計

公営事業会計

水道事業会計

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

営農飲雑用水事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

交通災害共済事業特別会計

老人保健事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

一部事務組合・広域連合

最上広域市町村圏事務組合

山形県後期高齢者医療広域連合

地方公社

新庄市土地開発公社
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会計の財務書類に揃えるため、連結する各財務書類の調整を可能な限り行うこととさ

れています。 

そのため、本市でもこの基本的方針に沿って、各連結対象団体の既存の法定決算書 

類を基礎とし、必要な読替（組替）等の連結修正を行ったのち、純計処理（注 2）を行

っています。 

また、連結にあたっては、普通会計、公営事業会計、地方公社は全部連結を行い、 

一部事務組合等については、負担割合による比例連結としています。 

※（注 2）連結対象団体等の個別財務書類を単純合算したうえで、内部取引を相殺消去することです。 

（2）連結決算日 

平成 22 年 3 月 31 日を連結決算日としました。 
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Ⅳ．普通会計の財務書類の概要 

 １  貸借対照表 

  （1）資産の部 

      行政サービスを提供するために形成してきた「資産」の総額は 486 億円となりまし

た。このうち、「有形固定資産」が 429 億円（資産総額の 88.3％）、そのほか「投

資等」が 44 億円（同 9.0％）、「流動資産」が 13 億円（同 2.7％）となっています。 

「有形固定資産」の目的別では、道路や公園などの「生活インフラ・国土保全」が

241 億円（有形固定資産総額の 56.2％）と大半を占めています。 

  （2）負債の部 

      資産の形成等に投入した財源のうち、これから返済・支出する必要があるものを計

上する「負債」の総額は 209 億円（資産総額の 43.0％）です。このうち、「固定負

債」が 191 億円（同 39.3％）、「流動負債」18 億（同 3.7％）となっています。 

  （3）純資産の部 

      資産の形成等に投入した財源のうち、これまでの世代が既に負担し、今後返済の必

要がない「純資産」の総額は 277 億円（資産総額の 57.0％）です。このうち、一般

財源が 208 億円（同 42.8％）、公共資産の整備に充てた国県補助金が 69 億円（同

14.2％）などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

429

277

44

191

13 18

0

100

200

300

400

500

(億円) 〈資産〉 

４８６億円 

〈負債・純資産〉 

４８６億円 

有形固定資産

88.3％ 

固定負債 

39.3％ 

流動負債

3.7％ 

純資産 

57.0％ 

投資等 

9.0％ 

流動資産

2.7％

普通会計の貸借対照表の概要 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 (2) 長期未払金

②教育 ①物件の購入等

③福祉 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 ③その他

⑤産業振興 長期未払金計

⑥消防 (3) 退職手当引当金

⑦総務 (4) 損失補償等引当金

有形固定資産合計 (5)その他

(2)無形固定資産 固定負債合計

(3)売却可能資産

公共資産合計 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金）

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金

①投資及び出資金 (4) 翌年度支払予定退職手当

②投資損失引当金 (5) 賞与引当金

投資及び出資金計 (6)その他

(2) 貸付金 流動負債合計

(3) 基金等

①退職手当目的基金 負　　債　　合　　計

②その他特定目的基金

③土地開発基金

④その他定額運用基金

⑤退職手当組合積立金

基金等計

(4) 長期延滞債権 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 １　公共資産等整備国県補助金等

投資等合計

２　公共資産等整備一般財源等

３　流動資産

(1) 現金預金 ３　その他一般財源等

①財政調整基金

②減債基金 ４　資産評価差額

③歳計現金

現金預金計 純　 資　 産　 合　 計

(2) 未収金

①地方税

②その他

③回収不能見込額

未収金計

流動資産合計

資　　産　　合　　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

　　　　　　　　　計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

　　　　　　　　　計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

　（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち9,055,996千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

項目 金額

普通会計の将来負担額 千円

［内訳］ 普通会計地方債残高 千円 千円

債務負担行為支出予定額 千円 千円 千円

公営事業地方債負担見込額 千円 千円

一部事務組合等地方債負担見込額 千円 千円

退職手当負担見込額 千円 千円

第三セクター等債務負担見込額 千円 千円 千円

連結実質赤字額 千円 千円

一部事務組合等実質赤字負担額 千円 千円

基金等将来負担軽減資産 千円

［内訳］ 地方債償還額等充当基金残高 千円

地方債償還額等充当歳入見込額 千円

地方債償還額等充当交付税見込額 千円

（差引）普通会計が将来負担すべき実質的な負債 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は12,085,336千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は27,568,048千円です。

19,928,261

1,517,443

2,827,452

15,583,366

12,471,385

0 0 0

0 0

0 0

9,695,948 9,695,948

2,526,033 2,526,033

3,174,268 3,174,268

32,399,646

15,118,447 15,118,447

1,884,950 1,530,120 354,830

453,764

［内訳］

負債計上 注記

【（翌年度償還予定）地方債・
（長期）未払金・引当金】

【契約債務・偶発債務】

1,250,092

6,841,700

9,046,984

0

0

0

166,228

5,418,624

28,321

10,802

9,046,984

955,192

1,293,744

48,617,381 48,617,381

2,441,821

430,901

550,287

1,255,954 27,712,489

35,474

2,358

△42

37,790

31,187,392

△10,429,490

897,251

563 5,940

358,140

345,203

627,792

351,268

△221,449 6,948,647

4,427,480

0 20,904,892

49,085

170,000

63,504

0 133,040

3,637,869 0

32,000 1,802,220

42,896,157

1,411,013

0

258,167

3,637,869 0

42,896,157 0

0 19,102,672

0

2,165,504 1,875,767

150,980 3,519,471

1,251,041 0

13,807,992 0

820,505 0

588,891 1,875,767

普通会計の貸借対照表
（平成22年 3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

13,707,434

24,111,244
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 ２  行政コスト計算書 

   「経常行政コスト」の総額は 127 億円となりました。 

これを性質別に見ると、社会保障給付や補助金の「移転支出的なコスト」が 66 億円（コ

スト総額の 52.0％）と最も多く、次いで、物件費等の「物にかかるコスト」が 31 億円（同

24.4％）、人件費等の「人にかかるコスト」が 28 億円（同 22.0％）の順となっています。 

   また、これを行政目的別にみると「福祉」が 36 億円（同 28.3％）と最も多く、次いで

「総務」が 20 億円（同 15.8％）、「生活インフラ・国土保全」が 17 億円（同 13.4％）、

「環境衛生」が 16 億円（同 12.6％）、「教育」が 15 億円（同 11.8％）の順となっていま

す。 

これに対し、「経常収益」の総額は、6 億円となりました。内訳は「使用料・手数料」が

4 億円、「分担金・負担金・寄附金」が 2 億円となっています。 

この結果、「経常行政コスト」と「経常収益」の差引である「純経常行政コスト」は 121

億円となっており、これは、地方税、地方交付税、国庫補助金等で賄っています。 
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〈性質別〉 

１２７億円 

〈目的別〉 

１２７億円 

（億円） 
普通会計の行政コスト計算書の概要 
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 ３  純資産変動計算書 

   「期首純資産残高」は 276 億円でしたが、「純経常行政コスト」に 121 億円を要した一方

で、「地方税」45 億円、「地方交付税」49 億円、国庫補助金等の「補助金等受入」22 億円

等の受け入れ等を行った結果、「期末純資産残高」は 1億円増の 277 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備

国県補助金等

公共資産等整備

一般財源等

その他

一般財源等
資産評価差額

期首純資産残高 27,578,464 7,100,634 30,831,138 △10,360,009 6,701

純経常行政コスト △12,092,685 △12,092,685

一般財源

地方税 4,523,686 4,523,686

地方交付税 4,921,898 4,921,898

その他行政コスト充当財源 780,604 780,604

補助金等受入 2,158,471 138,905 2,019,566

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 1,232 1,232

投資損失 △158,420 △158,420

損失補償履行確定額 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

その他 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 553,016 △553,016

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 421,995 △421,995

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △696,042 696,042 0

減価償却による財源増 △309,522 △979,444 1,288,966

地方債償還に伴う財源振替 1,043,856 △1,043,856

資産評価替えによる変動額 △761 △761

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 18,630 12,873 △31,503 0

期末純資産残高 27,712,489 6,948,647 31,187,392 △10,429,490 5,940

普通会計の純資産変動計算書
自 平成21年 4月 1日

至 平成22年 3月31日
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 ４  資金収支計算書 

  （1）経常的収支の部 

      経常的収支の部では、人件費や社会保障給付費などの支出と税収や手数料の収入と

いった経常的な行政活動の収支で、その他の収支に含まれないものを計上しています。 

支出は「人件費」27 億円や「社会保障給付」16 億円など合わせて 105 億円となる

一方、収入は「地方税」45 億円や「地方交付税」49 億円などを合わせて 133 億円と

なりました。 

その結果、収支額は 28 億円の資金余剰となっています。 

  （2）公共資産整備収支の部 

      公共資産整備収支の部では、公共資産の整備にかかる費用とその財源に関する収支

を計上しています。 

      支出は「公共資産整備支出」9 億円や「公共資産整備補助金等支出」4 億円など合

わせて 13 億円となる一方、収入は「地方債発行額」2 億円や「国県補助金等」2 億円

などを合わせて 4 億円となりました。 

 その結果、9 億の資金不足となっています。 

  （3）投資・財務的収支の部 

      投資・財務的収支の部では、地方債の償還などの支出や貸付金の回収などの収入を

計上しており、投資活動や財務活動による資金の収支を計上しています。 

支出は「地方債償還額」16 億円や「基金積立額」3 億円などを合わせて 28 億円と

なる一方、収入は「貸付金回収額」3 億円などを合わせて 4 億円となりました。 

 その結果、収支額は 24 億円の資金不足となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の資金不足は、経常的収支の部の資金余剰及び期首資金残高 

で補てんしています。 

公共資産整備収入 公共資産整備支出

4 13

資金不足

9

経常的収入 経常的支出

133 105

資金余剰

28

投資・財務的収入 投資・財務的支出

期首資金残高 9 4 28

資金不足

24

公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

経常的収支の部

資金移転

普通会計の資金収支計算書の概要 (億円)
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（単位：千円）

人件費

普通会計の資金収支計算書
自 平成21年 4月 1日

至 平成22年 3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,749,732

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

1,417,301

1,575,918

2,679,418

324,542

1,291,596

432,741

10,471,248

4,459,346

4,921,898

1 929 287国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

72,426

1,929,287

334,689

209,193

586,300

59,882

702,687

13,275,708

2,804,460

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

203,800

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

886,912

419,682

12,873

1,319,467

211,279

0

4,075

419,154

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出 0

△900,313

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

279,625

273,943

51

661,410

1,553,927

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

0

2,768,956

17,905

295,625

0

0

1,232

44,025

358,787

△2 410 169投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

①資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

②平成21年度における一時借入金の借入限度額は1,500,000千円です。

③支払利息のうち、一時借入金利子は186千円です

△506,022

△2,410,169

0

864,162

358,140

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額

　地方債発行額

　財政調整基金等取崩額

　支出総額

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支

1,878,283

270,987

853,148

14,053,649

△790,100

0

△14,559,671
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Ⅴ．新庄市全体の財務書類の概要 

 １  貸借対照表 

  （1）資産の部 

      行政サービスを提供するために形成してきた「資産」の総額は 769 億円となりまし

た。このうち、「有形固定資産」が 724 億円（資産総額の 94.1％）、そのほか「投

資等」が 15 億円（同 2.0％）、「流動資産」が 29 億円（同 3.8％）となっています。 

「有形固定資産」の目的別では、道路や公園などの「生活インフラ・国土保全」が

372 億円（有形固定資産総額の 51.4％）と大半を占めています。 

なお、「投資等」の金額が普通会計の「投資等」44 億円と比べて減少しているの

は、純計処理により普通会計から水道事業会計への出資金が相殺消去されているため

です。つまり、普通会計と水道事業会計を連結し、1 つの行政サービス実施主体とみ

なした場合、普通会計から水道事業会計への出資金が内部取引にあたるため、相殺消

去によって資金移動がなかったものとして処理されています。 

  （2）負債の部 

      資産の形成等に投入した財源のうち、これから返済・支出する必要があるものを計

上する「負債」の総額は 338 億円（資産総額の 44.0％）です。このうち、「固定負

債」が 311 億円（同 40.5％）、「流動負債」27 億（同 3.5％）となっています。 

  （3）純資産の部 

      資産の形成等に投入した財源、「純資産」は 431 億円（資産総額の 56.0％）とな

りました。 
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固定負債 
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3.5％ 

純資産 

56.0％ 
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2.0％ 

流動資産 

3.8％ 

新庄市全体の貸借対照表の概要 

繰延勘定 

0.1％ 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 ①普通会計地方債

②教育 ②公営事業地方債

③福祉 地方公共団体

④環境衛生 (2) 関係団体

⑤産業振興 ①一部事務組合・広域連合地方債

⑥消防 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 ③第三セクター等長期借入金

⑧収益事業 関係団体計

⑨その他 (3) 長期未払金

有形固定資産合計 (4) 引当金

(2) 無形固定資産 （うち退職手当等引当金）

(3) 売却可能資産 （うちその他の引当金）

(5)その他

公共資産合計 （うち他会計借入金）

（上記以外）

２　投資等 固定負債合計

(1) 投資及び出資金 ２　流動負債

(2) 貸付金

(3) 基金等 (1) 翌年度償還予定額

(4) 長期延滞債権 ①地方公共団体

(5) その他 ②関係団体

(6) 回収不能見込額  翌年度償還予定額計

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

投資等合計 (3) 未払金

(4) 翌年度支払予定退職手当

(5) 賞与引当金

３　流動資産 (6)その他

(1) 資金 （うち 他会計借入金翌年度償還予定額）

(2) 未収金 （上記以外）

(3) 販売用不動産

(4) その他 流動負債合計

(5) 回収不能見込額

流動資産合計 負　　債　　合　　計

４　繰延勘定 [純資産の部]

純　 資　 産　 合　 計

資　　産　　合　　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

　（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち13,483,167千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが

　　　 見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は12,403,190千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は34,248,720千円です。

新庄市全体の貸借対照表
（平成22年 3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

37,246,198 13,707,434

0

13,807,992 11,588,758

820,505 25,296,192

14,909,886

4,198,816 0

150,980 0

1,251,041 0

0

0

0 1,875,767

72,385,418 3,925,707

0 3,925,707

0 0

0

72,385,418 0

31,097,666

404,797

32,000

779,538

723,327 2,252,954

109,071 43,862

0 0

△394,249 2,252,954

0

1,545,413 261,789

0

148,930

43,862

2,802,193 0

0

6,537 2,707,535

△45

2,917,756 33,805,201

0

453,764

75,547

43,118,933

76,924,134 76,924,134

0

0
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２  行政コスト計算書 

   「経常行政コスト」の総額は 205 億円となりました。 

これを性質別に見ると、社会保障給付や補助金の「移転支出的なコスト」が 119 億円（コ

スト総額の 58.1％）と最も多く、次いで、物件費等の「物にかかるコスト」が 48 億円（同

23.4％）、人件費等の「人にかかるコスト」が 30 億円（同 14.6％）の順となっています。 

   また、これを行政目的別にみると「福祉」が 100 億円（同 48.8％）と最も多く、次いで

「環境衛生」が 24 億円（同 11.7％）「総務」が 20 億円（同 9.8％）、「生活インフラ・国

土保全」が 18 億円（同 8.8％）、「教育」が 15 億円（同 7.3％）の順となっています。 

これに対し、「経常収益」の総額は、60 億円となりました。内訳は「分担金・負担金・

寄附金」が 24 億円、「保険料」が 19 億円、「事業収益」が 13 億円などとなっています。 

この結果、「経常行政コスト」と「経常収益」の差引である「純経常行政コスト」は 145

億円となっており、これは、地方税、地方交付税、国庫補助金等で賄っています。 
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新庄市全体の行政コスト計算書の概要 
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 ３  純資産変動計算書 

   「期首純資産残高」は 429 億円でしたが、「純経常行政コスト」に 145 億円を要した一方

で、「地方税」45 億円、「地方交付税」49 億円、国庫補助金等の「補助金等受入」47 億円

等の受け入れ等を行った結果、「期末純資産残高」は 2億円増の 431 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 42,885,590

純経常行政コスト △14,513,483

一般財源

地方税 4,523,686

地方交付税 4,921,898

その他行政コスト充当財源 780,604

補助金等受入 4,696,851

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 △10,272

投資損失 △158,420

収益事業純損失 0

損失補償履行確定額 0

損失補償等引当金繰入等 0

その他 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △761

無償受贈資産受入 1,469

その他 △8,229

期末純資産残高 43,118,933

新庄市全体の純資産変動計算書

自 平成21年 4月 1日
至 平成22年 3月31日
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 ４  資金収支計算書 

  （1）経常的収支の部 

支出は「人件費」31 億円や「社会保障給付」68 億円など合わせて 180 億円となる

一方、収入は「地方税」や「地方交付税」のほかに、「保険料」18 億円、「事業収

入」13 億円などを合わせて 209 億円となりました。 

その結果、収支額は 29 億円の資金余剰となっています。 

  （2）公共資産整備収支の部 

      支出は「公共資産整備支出」15 億円や「公共資産整備補助金等支出」4 億円など合

わせて 19 億円となる一方、収入は「地方債発行額」9 億円や「国県補助金等」4 億円

などを合わせて 14 億円となりました。 

 その結果、5 億円の資金不足となっています。 

  （3）投資・財務的収支の部 

支出は「地方債償還額」29 億円や「貸付金」3 億円などを合わせて 32 億円となる

一方、収入は「貸付金回収額」3 億円を合わせて 4 億円となりました。 

 その結果、収支額は 28 億円の資金不足となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の資金不足は、経常的収支の部の資金余剰及び期首資金残高 

で補てんしています。 

新庄市全体の資金収支計算書の概要 (億円)

公共資産整備収入 公共資産整備支出

14 19

資金不足

5

経常的収入 経常的支出

209 180

資金余剰

29

投資・財務的収入 投資・財務的支出

期首資金残高 323 4 32

資金不足

28

投資・財務的収支の部

公共資産整備収支の部

経常的収支の部

資金移転
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（単位：千円）

人件費

物件費

新庄市全体の資金収支計算書
自 平成21年 4月 1日
至 平成22年 3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,056,186

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

17,973,854

2,140,694

6,801,563

4,400,299

726,972

298,828

549,312

4,459,346

4,921,898

4,249,167国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

66,469

4,249,167

334,689

2,399,000

1,794,232

1,261,249

105,432

586,300

0

0

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

部事務組合 広域連合公共資産整備支出

14,612

710,931

20,903,325

2,929,471

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,507,676

419,682

0

0

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

0

0

0

1,927,358

429,779

932,500

0

0

0

22,705そ 他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

279,625

,

1,384,984

△542,374

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

△33,148

3,195

51

33,148

2,879,652

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

295,625

, ,

0

0

0

0

0

3,162,523

17,905

210

0地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

0

0

0

1,232

29,413

344,385

△2,818,138

0

△431,041

3 233 234期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 2,802,193

3,233,234
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Ⅵ．新庄市の連結財務書類の概要 

 １  貸借対照表 

  （1）資産の部 

      行政サービスを提供するために形成してきた「資産」の総額は 835 億円となりまし

た。このうち、「有形固定資産」が 774 億円（資産総額の 92.7％）、そのほか「投

資等」が 27 億円（同 3.2％）、「流動資産」が 33 億円（同 4.0％）となっています。 

「有形固定資産」の目的別では、道路や公園などの「生活インフラ・国土保全」が

373 億円（有形固定資産総額の 48.2％）と大半を占めています。 

  （2）負債の部 

      資産の形成等に投入した財源のうち、これから返済・支出する必要があるものを計

上する「負債」の総額は 353 億円（資産総額の 42.3％）です。このうち、「固定負

債」が 323 億円（同 38.7％）、「流動負債」30 億（同 3.6％）となっています。 

  （3）純資産の部 

      資産の形成等に投入した財源、「純資産」は 482 億円（資産総額の 57.7％）とな

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

774

482

27

323

33 30
1

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900
(億円) 

〈資産〉 

８３５億円 

〈負債・純資産〉 

８３５億円 

有形固定資産 

92.7％ 

固定負債 

38.7％ 

流動負債

3.6％ 

純資産 

57.7％ 

投資等 

3.2％ 

流動資産 

4.0％ 

新庄市の連結貸借対照表の概要 

繰延勘定 

0.1％ 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 ①普通会計地方債

②教育 ②公営事業地方債

③福祉 地方公共団体計

④環境衛生 (2) 関係団体

⑤産業振興 ①一部事務組合・広域連合地方債

⑥消防 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 ③第三セクター等長期借入金

⑧収益事業 関係団体計

⑨その他 (3) 長期未払金

有形固定資産合計 (4) 引当金

(2) 無形固定資産 （うち退職手当等引当金）

(3) 売却可能資産 （うちその他の引当金）

(5)その他

公共資産合計 （うち他会計借入金）

（上記以外）

２　投資等 固定負債合計

(1) 投資及び出資金 ２　流動負債

(2) 貸付金

(3) 基金等 (1) 翌年度償還予定額

(4) 長期延滞債権 ①地方公共団体

(5) その他 ②関係団体

(6) 回収不能見込額  翌年度償還予定額計

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む）

投資等合計 (3) 未払金

(4) 翌年度支払予定退職手当

(5) 賞与引当金

３　流動資産 (6)その他

(1) 資金 （うち 他会計借入金翌年度償還予定額）

(2) 未収金 （上記以外）

(3) 販売用不動産

(4) その他 流動負債合計

(5) 回収不能見込額

流動資産合計 負　　債　　合　　計

４　繰延勘定 [純資産の部]

純　 資　 産　 合　 計

資　　産　　合　　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

　（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち13,483,167千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが

　　　 見込まれているものです。

※３　有形固定資産のうち、土地は12,403,190千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は34,248,720千円です。

0

453,764

75,547

48,150,261

83,488,002 83,488,002

0

0

55,670

6,537 3,052,643

△45

3,338,075 35,337,741

109,071 43,862

0 316,806

△394,249 2,569,760

0

2,717,804 261,789

0

177,232

43,862

3,166,842 0

32,285,098

399,797

32,000

1,956,929

723,327 2,252,954

0

0 1,875,767

77,356,576 3,925,707

0 3,925,707

0 0

0

77,356,576 0

1,187,432

13,844,601 11,588,758

820,505 25,296,192

18,234,519

4,198,816 1,187,432

420,448 0

2,586,575 0

0

新庄市の連結貸借対照表
（平成22年 3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

37,251,112 13,707,434
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２  行政コスト計算書 

   「経常行政コスト」の総額は 237 億円となりました。 

これを性質別に見ると、社会保障給付や補助金の「移転支出的なコスト」が 138 億円（コ

スト総額の 58.2％）と最も多く、次いで、物件費等の「物にかかるコスト」が 54 億円（同

22.8％）、人件費等の「人にかかるコスト」が 37 億円（同 15.6％）の順となっています。 

   また、これを行政目的別にみると「福祉」が 134 億円（同 56.5％）と最も多く、次いで

「総務」が 22 億円（同 9.3％）「環境衛生」が 20 億円（同 8.4％）、「生活インフラ・国

土保全」が 18 億円（同 7.6％）、「教育」が 15 億円（同 6.3％）の順となっています。 

これに対し、「経常収益」の総額は、77 億円となりました。内訳は「分担金・負担金・

寄附金」が 41 億円、「保険料」が 19 億円、「事業収益」が 13 億円などとなっています。 

この結果、「経常行政コスト」と「経常収益」の差引である「純経常行政コスト」は 160

億円となっており、これは、地方税、地方交付税、国庫補助金等で賄っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

138 134

54

22

37

20

8

18

15

12

7
2 7

0

30

60

90

120

150

180

210

240

移転支出的コスト 

58.2％ 

人にかかるコスト

15.6％ 

物にかかるコスト

22.8％ 

「福祉」 

56.5％ 

「生活インフラ・国土保全」 

7.6％ 

「環境衛生」 

8.4％ 

「教育」 

6.3％ 

「総務」 

9.3％ 

「産業振興」 

5.1％ 

「消防」3.0％

「その他」 

3.0％ 「議会」0.8％ その他コスト 3.4％ 

〈性質別〉 

２３７億円 

〈目的別〉 

２３７億円 
（億円） 

新庄市の連結行政コスト計算書の概要 
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 ３  純資産変動計算書 

   「期首純資産残高」は 477 億円でしたが、「純経常行政コスト」に 160 億円を要した一方

で、「地方税」45 億円、「地方交付税」49 億円、国庫補助金等の「補助金等受入」65 億円

等の受け入れ等を行った結果、「期末純資産残高」は 5億円増の 482 億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 47,670,355

純経常行政コスト △16,045,052

一般財源

地方税 4,523,686

地方交付税 4,921,898

その他行政コスト充当財源 796,503

補助金等受入 6,459,084

臨時損益

災害復旧事業費 0

公共資産除売却損益 △10,272

投資損失 △158,420

収益事業純損失 0

損失補償履行確定額 0

損失補償等引当金繰入等 0

その他 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △761

無償受贈資産受入 1,469

その他 △8,229

期末純資産残高 48,150,261

新庄市の連結純資産変動計算書

自 平成21年 4月 1日

至 平成22年 3月31日
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 ４  資金収支計算書 

  （1）経常的収支の部 

支出は「人件費」36 億円や「社会保障給付」107 億円など合わせて 208 億円となる

一方、収入は「地方税」や「地方交付税」のほかに、「保険料」18 億円、「事業収

入」13 億円などを合わせて 244 億円となりました。 

その結果、収支額は 36 億円の資金余剰となっています。 

  （2）公共資産整備収支の部 

      支出は「公共資産整備支出」16 億円や「公共資産整備補助金等支出」4 億円など合

わせて 20 億円となる一方、収入は「地方債発行額」9 億円や「国県補助金等」4 億円

などを合わせて 14 億円となりました。 

 その結果、6 億円の資金不足となっています。 

  （3）投資・財務的収支の部 

支出は「地方債償還額」33 億円や「貸付金」3 億円などを合わせて 36 億円となる

一方、収入は「貸付金回収額」3 億円などを合わせて 4 億円となりました。 

 その結果、収支額は 32 億円の資金不足となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の資金不足は、経常的収支の部の資金余剰及び期首資金残高 

で補てんしています。 

 

公共資産整備収入 公共資産整備支出

14 20

資金不足

6

経常的収入 経常的支出

244 208

資金余剰

36

投資・財務的収入 投資・財務的支出

期首資金残高 35 4 36

資金不足

32

投資・財務的収支の部

公共資産整備収支の部

経常的収支の部

資金移転

新庄市の連結資金収支計算書の概要 (億円)
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（単位：千円）

人件費

物件費 2,362,175

新庄市の連結資金収支計算書
自 平成21年 4月 1日
至 平成22年 3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,615,573

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

10,717,204

2,651,670

756,322

0

720,675

20,823,619

4,459,346

4,921,898

6,003,017

378 816使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

他会計補助金等

1,265,145

123,742

586,300

0

0

66,807

14,612

1,794,232

378,816

4,044,377

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

419,682

0

0

0

1,591,096

711,723

24,370,015

3,546,396

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

他会計補助金等

その他収入

収 入 合 計

22,705

1 384 984

0

0

0

2,010,778

429,779

932,500

0

0

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

1,384,984

△625,794

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

△33,148

279,625

12,216

51

33,148

3,343,354

0長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

0

0

0

3,635,246

26,918

295,625

210

0

0

0

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

経費負担割合変更に伴う差額

353,591

△3,281,655

0

△361,053

3,527,895

29,413

0

0

1,425

経費負担割合変更に伴う差額

期末歳計現金残高 3,166,842

0
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《参考》用語解説 

 

 

 

 

 

 

用   語 解   説 

貸
借
対
照
表 

資
産
の
部 

公
共
資
産 

資産 行政サービスを提供するために形成された財産 

有形固定資産 土地や建物等の不動産や高額備品等の資産 

売却可能資産 遊休資産や未利用資産等の売却が可能な資産 

投
資
等 

投資等 
企業会計や外郭団体等への出資金、貸付金、基金等の長期に
わたる資金投下 

投資及び出資金 企業会計や外郭団体等への出資金 

投資損失引当金 
投資及び出資金のうち、将来回収できないと見込まれる損失
金額にかかる引当金 

長期延滞債権 収入未済額のうち、平成 20 年度以前の調定にかかるもの 

回収不能見込額 長期延滞債権のうち、回収不能となることが見込まれるもの

流
動
資
産 

流動資産 現金や、比較的短期間のうちに現金化される資産 

歳計現金 平成 21 年度の歳入歳出の差引額 

未収金 収入未済額のうち、平成 21 年度調定にかかるもの 

回収不能見込額 未収金のうち、回収不能となることが見込まれるもの 

負
債
の
部 

固
定
負
債 

固定負債 支払期限が 1年以内に到来しない負債 

地方債 
平成 21 年度末の地方債残高のうち、平成 23 年度以降償還予
定額 

長期未払金 
債務負担行為のうち、既に確定した債務と見なされるものに
かかる平成 23 年度以降の支払予定額 

退職手当引当金 
平成 21 年度末に全職員が普通退職した場合の退職手当の支
給見込額（ただし「翌年度支払予定退職手当」の額は控除し
ている） 

損失補償等引当金 
外郭団体の負債のうち、新庄市が損失補償契約を行っている
もので、将来想定される負担額 

流
動
負
債 

流動負債 支払期限が 1年以内に到来する負債 

翌年度償還予定地方債 平成 21 年度末の地方債残高のうち、平成 22 年度償還予定額

未払金 
債務負担行為のうち、既に確定した債務とみなされるものに
かかる平成 22 年度支出予定額 

賞与引当金 平成 22 年 6 月末支給の期末手当にかかる引当額 
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用   語 解   説 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書 

経常行政コスト 
一会計期間における、資産形成を伴わない行政活動に要した
費用で、人件費や社会保障給付等にかかる費用 

経常収益 行政サービスの直接の対価として得られた収入 

退職手当引当金繰入等 将来の退職手当のうち当期に発生した分 

賞与引当金繰入額 賞与引当金として計上した額 

他会計等への支出額 公営企業会計等への繰出金 

他団体への公共資産整備補助金
等 

新庄市以外が実施する公共資産整備に対して、新庄市が支出
した補助金等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用   語 解   説 

貸
借
対
照
表 

純
資
産
の
部 

公共資産等整備国県補助金
等 

公共資産等形成の財源となった国県補助金等の累計額 
（充当された資産の減価償却計算に応じた償却計算を行った
上で計上） 

公共資産等整備一般財源等 
公共資産等の財源となった「公共資産等整備国県補助金等」
以外の財源の累計 

その他一般財源等 
公共資産等の整備のための財源以外のもので、翌年度以降自
由に使用できる財源 

資産評価差額 市場価格のある有価証券等の時価評価額と取得価額の差額等

注
記 

他団体及び民間への支出金
により形成された資産 

新庄市以外が実施する公共資産整備に対して、新庄市が支出
した補助金等の累計額 
充当された資産の減価償却計算に応じた償却計算を行った上
で計上 

債務負担行為に関する情報 
債務負担行為のうち、確定していない債務にかかる 22 年度
以降支出予定額等 

普通会計の将来負担に関す
る情報 

地方公共団体の地方債や将来支払っていく可能性のある負担
等の現時点での残高 
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用   語 解   説 

純
資
産
変
動
計
算
書 

期末純資産残高 平成 21 年度末の貸借対照表の純資産の部に計上したもの 

その他行政コスト充当財源 地方消費税交付金、繰入金、諸収入等 

投資損失 
市場価格のない投資及び出資金のうちで、実質価額が取得原
価と比べて著しく下落した場合の損失金額 

公共資産整備への財源投入 公共資産整備の財源となった一般財源 

貸付金・出資金等への財源投入 貸付金等の財源となった一般財源 

貸付金・出資金等の回収等によ
る財源増 

貸付金等の回収に伴う収入や基金の取り崩しによる収入等 

減価償却による財源増 公共資産の減価償却相当額 

地方債償還に伴う財源振替 公共資産等の整備に係る地方債 21 年度償還額 

資産評価替えによる変動額 
市場価格ある有価証券等の時価評価額と取得価額の差額の年

度間の変動額 

 

用   語 解   説 

資
金
収
支
計
算
書 

経
常
的
収
支
の
部

社会保障給付 生活保護や児童手当などの社会保障に係る経費 

他会計等への事務費等充当
財源繰出支出 

他会計での事務費の財源となる繰出金 

公
共
資
産
整
備
収
支
の
部 

公共資産整備支出 新庄市が実施する公共資産整備において支出したもの 

公共資産整備補助金等支出 
新庄市以外が実施する公共資産整備に対して新庄市が支出し
た補助金等 

他会計等への建設費充当財
源繰出支出 

他会計での建設事業の財源となる繰出金 

投
資
・
財
務
的
収
支
の
部 

他会計等への公債費充当財
源繰出支出 

他会計での公債費の財源となる繰出金 

注
記 

基礎的財政収支 
公債費等を除いた支出と、地方債発行等に伴う収入を除いた
基礎的な財政収支 
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